














CSR 経営の国際比較の実施を念頭に 2012 年の質問票に追加の調査事項を加え，ブラッシュアッ
プしたものである。調査の趣旨および調査票の編成に関するデザインなどは前回と同様，
ISO26000 の CSR 経営観や CSR 課題の諸事項をベースにしている
（2）
。











経営の取組状況調査」となっているが，付属資料 1 の通り質問票上は「CSR 経営への取組状況に関する国
際比較調査アンケート：和歌山企業版」質問票としている。どちらも同一内容である。
（2）  　調査のコンセプトや調査（質問）票の設計に関しては，高岡（2013，2014）を，また ISO26000 の CSR
経営観に関しては，高岡（2015）を参照。また国際比較を念頭に置いて，「リージョナル」という着想やそ
こでの中小，中堅企業を対象に CSR 経営をより体系的に調査し得るよう質問票をブラッシュアップするた
めに，高岡（2014）の調査コンセプトや質問票のデザインを基本に，Lucas et al （2009），Moyeen et 
al.（2012），Salimzadeh et al.（2010），そして Stoian et al.（2017）の着想にインスパイアされ，参考にした。
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22 項目から構成されている。Q1.1 から Q1.8 の 8 項目が，回答事業所の基本属性を確認する質
問事項である。そして Q2.1 から Q2.7 までの 7 項目は，回答事業所の事業状況と経営 ･ 事業の
基本方針および戦略に関するスタンスを訊いている。Q2.1 から Q2.3 が前者に，Q2.4 から Q2.7
が後者に該当する。そして Q3.1 から Q3.8 の項目が CSR に関する知見や取り組み状況に関す
る認識を尋ねる構成になっている。
調査の方法や期間，回収方法などは図表 2-1 の通りである。和歌山県経営者協会が調査協力






調査 ･ 回収期間は，2016 年 9 月 1 日から 30 日である。2016 年 9 月 1 日，調査協力依頼書を
各社に送付すると同時に，同協会 HP にリンクを開設しウェブアンケートページへのアクセス
と質問票ダウンロードを可能にした。回答可能期間は 2016 年 9 月 1 日から 14 日の設定であっ














（1）基本属性（付属資料 1 の Q1.1 〜 Q1.8），（2）回答事業所の経営方針および事業環境認識





成は，図表 3-1 の通りである。個人事業主が 1 社（0.9%），株式会社（非上場）88 社（83%），
上場･公開株式会社3社（2.8%），県外に本社･本店を置く大企業の支店･工場など12社（11.3%），
その他 2 社（1.9%）で，和歌山県下地場の事業者が 88.6% を占める。
その回答事業所の創業後の事業継続期間を 1）設立 25 年以下，2）26 年以上 50 年以下，3）
51 年以上 75 年以下，4）76 年以上 99 年以下，そして 5）100 年以上の 5 つの段階に分けて，
その分布構成を示したのが図表 3-2（Q1.2 の集計結果）である。3）の 51 年以上 75 年以下が
最も多く 50 社（47.2%）を占め，次いで 2）の 26 年以上 50 年以下が 34 社（32.1%），また 5）
の 100 年以上の事業所も 6 社（5.7%）存在し，回答事業者は，総じて長寿企業が多数を占める
傾向にある。その回答事業者の所属産業や取扱製品による区分構成を示したのが図表 3-3 と
3-4 である。まず産業構成は製造業が 45 社（42.5%），次いで販売業（卸，小売りを含む）が
16 社（15.1%），建設業が 12 社（11.3%）の順である。
また取扱製品の属性は，「完成品である最終消費財」を扱っている事業者が 50 社（47.2%）
と最も多く，次いで「（金融 ･ エネルギーなどを含む）その他無形のサービス」と回答した事
業者が 20 社（18.9%），「部品や加工 ･ 半製品を含む中間財」を扱う業者が 18 社（17%），「原
材料 ･ 素材などの生産財」を扱う業者が 15 社（14.2%）を占める。そして図表 3-5 は回答事業
所の資本金規模の構成を示している。1）資本金 5 百万円未満が 1 社（0.9%），2）5 百万円以
図表 3-1：事業形態構成（Q1.1 集計結果）
　 度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
個人事業主･個人企業 1 .9 .9 .9
株式会社（非上場） 88 83.0 83.0 84.0
上場･公開株式会社 3 2.8 2.8 86.8
県外本社･店の支店･工場等 12 11.3 11.3 98.1
その他 2 1.9 1.9 100.0
合計 106 100.0 100.0 　
図表 3-2：事業継続年数（Q1.2 集計結果）
設立経過 度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
0-25年 7 6.6 6.6 6.6
26-50年 34 32.1 32.1 38.7
51-75年 50 47.2 47.2 85.8
76-99年 9 8.5 8.5 94.3
100年以上 6 5.7 5.7 100.0
合計 106 100.0 100.0 　
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上 1 千万円未満が 10 社（9.4%），3）1 千万円以上 1 億円未満が 67 社（63.2%），4）1 億円以上
3 億円未満が 6 社（5.7%），そして 5）3 億円以上が 22 社（20.8%）となる。また図表 3-6 は回
答事業所の自己資本比率を 4 段階に分け，その構成を示している。㈠ 25% 未満 26 社（26.8%）
（4）
，
㈡ 25 以上 50% 未満 30 社（30.9%），㈢ 50 以上 75% 未満 15 社（15.5%），㈣ 75% 以上 100%26
社（26.8%）である。
次に回答事業所の従業員規模別の構成は図表 3-7 の通りである。従業員 50 人未満の事業所が
最も多く 39 社（36.8%），50 人以上 100 人未満の事業所は 23 社（21.7%），100 人以上 300 人未




態は，3）の「所有と経営双方で同族」が 46 社（43.4%），次いで 4）の「同族ではない」の 35
社（33%），1）の「所有が同族である」の 18 社（17%），そして 2）の「経営が同族である」
の 6 社（5.7%）の順であった。それらは図表 3-8 の通りである。
（4）  　ここでの比率（%）は欠損値を除いた図表の「有効㌫」の欄の数値を用いている。欠損値が全回答者数
106 社の 1 割程度の際，比率の記載に有効㌫の数字を用いている。
図表 3-3：業界 ･ 産業区分（Q1.3 集計結果）
　 度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
製造業 45 42.5 42.5 42.5
販売業（卸･小売業を含む） 16 15.1 15.1 57.5
金融･保険業 4 3.8 3.8 61.3
運輸運送旅客業 7 6.6 6.6 67.9
不動産業 3 2.8 2.8 70.8
建設業 12 11.3 11.3 82.1
電気･ガス 2 1.9 1.9 84.0
情報･通信 1 .9 .9 84.9
サービス業 8 7.5 7.5 92.5
その他 8 7.5 7.5 100.0
合計 106 100.0 100.0 　
図表 3-4：取扱い財を基準にしたグループ設定（Q1.4 集計結果）
　 度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
原材料･素材等の生産財 15 14.2 14.6 14.6
部品や加工･半製品等を含む中間財 18 17.0 17.5 32.0
完成品である最終消費財 50 47.2 48.5 80.6
金融，エネルギー等を含むサービス 20 18.9 19.4 100.0
小計 103 97.2 100.0 　
欠損値 3 2.8 　 　




図表 3-9 は回答事業所の過去 3 年間の売上動向に関する状況認識を訊ねた Q2.1 の結果を示
している。1）大幅な減少傾向，2）やや減少傾向，3）横ばい，4）やや増加傾向，そして 5）
大幅な増加傾向の 5 段階で売上動向状況の認識を訊いている。最も多かったのが 3）の横ばい
の 39 社で全体の 36.8% を占め，次いで 4）のやや増加傾向の 35 社（33%），2）のやや減少傾
図表 3-5：資本金規模構成（Q1.5 集計結果）
度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
5百万円未満 1 .9 .9 .9
5百万円以上1千万円未満 10 9.4 9.4 10.4
1千万円以上1億円未満 67 63.2 63.2 73.6
1億円以上3億円未満 6 5.7 5.7 79.2
3億円以上 22 20.8 20.8 100.0
合計 106 100.0 100.0 　
図表 3-6： 自己資本比率構成（Q1.6 集計結果）
自己資本比率 度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
0-25%未満 26 24.5 26.8 26.8
25%以上50%未満 30 28.3 30.9 57.7
50%以上75%未満 15 14.2 15.5 73.2
75%以上100% 26 24.5 26.8 100.0
小計 97 91.5 100.0 　
欠損値 9 8.5 　 　
合計 106 100.0 　 　
図表 3-7： 従業員規模（Q1.7 集計結果）
度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
50人未満 39 36.8 36.8 36.8
50人以上100人未満 23 21.7 21.7 58.5
100人以上300人未満 27 25.5 25.5 84.0
300人以上500人未満 2 1.9 1.9 85.8
500人以上 15 14.2 14.2 100.0
合計 106 100.0 100.0 　
図表 3-8：所有構造（Q1.8 集計結果）
度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
所有が同族 18 17.0 17.1 17.1
経営が同族 6 5.7 5.7 22.9
所有と経営両方同族 46 43.4 43.8 66.7
同族ではない 35 33.0 33.3 100.0
小計 105 99.1 100.0 　
欠損値 1 .9 　 　
　合計 106 100.0 　 　
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向で 26 社（24.5%），1）の大幅な減少傾向と 5）の大幅な増加傾向は共に 3 社（2.8%）ずつであっ
た。また業況認識確認の一環として，過去 3 年間の営業利益動向に関する認識を同様の 5 段階
で訊ねたのが Q2.2 であり，その結果を示すのが図表 3-10 である。こちらも最も多かった回答
が 3）の横ばいで 43 社，全体の 40.6% を占め，次いで 4）のやや増加傾向が 30 社（28.3%），2）
のやや減少傾向の 25 社（23.6%），5）の大幅な増加傾向は 4 社（3.8%），1）の大幅な減少傾向







を占める。次いで 2）の依然成長段階にあると回答した事業者が 36 社（34%），4）衰退期に
あり，新規事業を模索中と回答したのが 18 社（17%）であった。
図表 3-9：過去三年間の売上高動向認識
過去3年間の売上傾向 度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
有効 大幅な減少傾向 3 2.8 2.8 2.8
やや減少傾向 26 24.5 24.5 27.4
横ばい 39 36.8 36.8 64.2
やや増加傾向 35 33.0 33.0 97.2
大幅な増加傾向 3 2.8 2.8 100.0
合計 106 100.0 100.0 　
図表 3-10：過去三年間の営業利益動向認識
過去3年間の営業利益動向 度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
有効 大幅な減少傾向 3 2.8 2.9 2.9
やや減少傾向 25 23.6 23.8 26.7
横ばい 43 40.6 41.0 67.6
やや増加傾向 30 28.3 28.6 96.2
大幅な増加傾向 4 3.8 3.8 100.0




度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
有効 依然成長段階にある 36 34.0 34.0 34.0
成熟段階に達した 52 49.1 49.1 83.0
衰退段階にあり，新規事
業を模索中 18 17.0 17.0 100.0
合計 106 100.0 100.0 　
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次いで Q2.4 から 2.7 において，重視する経営目標や事業方針，特定の経営手法の活用度お
よび戦略策定方針などを訊ねた結果を示す。
Q2.4 は 6 つの選択肢を用意し，各項目を経営目標としてどの程度重視するかを訊いている。
その経営目標の選択肢は，①株主（所有者）利益の最大化，②企業利益の最大化，③新規事業
の創出 ･ 展開，④既存事業の維持 ･ 安定や成長，⑤雇用の維持 ･ 拡大，そして⑥地域社会への
貢献，である。それぞれを 1）全く重視しない，2）あまり重視しない，3）どちらとも言えない，
4）ある程度重視する，5）非常に重視する，の 5 段階評価で，該当する段階をそれぞれ一つ回
答してもらっている。図表 3-12 がその結果を示している。①で最も多く選択されたのは 4）の
ある程度重視するで，35 社（33.3%），②は 5）の非常に重視するで，62 社（59%），③は 4）
のある程度重視するで，46 社（43.4%），④は 5）の非常に重視する，で 59 社（55.7%），⑤は 4）
のある程度重視するで，48 社（45.3%），⑥は 4）のある程度重視するで，55 社（51.9%）であっ
た。回答事業者の内で，経営目標として最も多くが非常に重視するを選択した項目は，一位は
62 社で②の企業利益の最大化，二位は 59 社で④の既存事業の維持 ･ 安定や成長，三位は 40
社で⑤の雇用の維持 ･ 拡大であった。
同様の枠組みで，Q2.5 は 9 つの選択肢を設け，5 段階評価で各項目の過去三年間の事業方針

















































































































































































次に Q2.6 は経営管理手法に関する 6 つの選択肢を用意し，各手法の活用度を 5 段階評価で
訊いている。その管理手法は㋐キャッシュフロー予測とそれに基づく計画立案，㋑利益計画 ･
予算，㋒資本予算，㋓標準原価計算および差異分析，㋔原価企画，そして㋕活動基準原価 / 管
理 / 予算，である。それらの各経営管理手法の活用度を 1）全く活用していない，2）あまり
活用していない，3）過去に活用実績がある，4）ある程度活用している，5）頻繁に活用して
いる，の 5 段階で，該当する段階を 1 つ選択してもらっている。その結果は図表 3-14 の通り
である。欠損値を除き，回答実数を基に，各手法を活用していないグループ（1，2，3 と回答
したグループ）と活用しているグループ（4，5 と回答したグループ）に分けると，活用実績
に大差のない手法が㋒の資本予算（未活用：55 社 / 活用 50 社）であり，活用に開きのあった
手法が㋑の利益計画 ･ 予算（未活用 18 社 / 活用 88 社）で，次いで㋐のキャッシュフロー予測
（未活用 40 社 / 活用 65 社）である。経営方針領域の最後は，戦略策定上の方針を訊ねている。





ある。この Q2.7 の集計結果を示すのが図表 3-15 である。戦略策定上の方針として最も多くの


















































































度数 パーセント 有効㌫ 累積㌫
1. 自社にとっての目前の利益機会を最大限に実現する 16社 15.1% 15.2% 15.2%
2. 将来に備えてその利益機会を増幅･育成する 53社 50.0% 50.5% 65.7%
3. 事業の妨げとなるリスクや環境変化を発見・除去する 7社 6.6% 6.7% 72.4%
4. 主要な利害関係者間における共存共栄の実現を図る 16社 15.1% 15.2% 87.6%
5. 社会に対する便益や価値を創出･提供する 12社 11.3% 11.4% 99.0%
6. その他　　 1社 .9% 1.0% 100.0%





Q3.1 では CSR 活動を実施 ･ 推進するために参考にされるであろう，CSR 経営に関係する概
念を提示し，それらの用語やその内容の認知度を，1）全く知らない，2）あまり知らない，3）
用語を承知程度，4）ある程度内容を承知，5）詳しく知っている，の 5 段階評価で訊いている。
その CSR 経営に関係する諸概念は① CSR（企業の社会的責任），② ISO26000，③国連グロー
バルコンパクト，④ GRI（Global Reporting Initiative），⑤エコ ･ エフィシエンシー，⑥総合
品質管理（TQM）である。この Q3.1 の結果を示しているのが，図表 3-16 である。
CSR に関連する概念や用語の認知度ではなく，実際の CSR 活動の状況に関する認識を訊ね
ているのが Q3.2 である。1）取り組む予定なし，2）取り組んでいない，3）取り組みだしたば
かり，4）ある程度取り組んでいる，5）積極的に取り組んでいる，の 5 段階で，CSR 活動状
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況の認識を訊ねた結果を示すのが図表 3-17 である。最も回答が多かったのが 4）のある程度取
り組んでいるで，39 社（36.8%），次いで 2）の取り組んでいない，で 29 社（27.4%）であった。
逆に 1）の取り組む予定なし，と回答したのが最も少なく，7 社（6.6%）であった。

















































































度数 パーセント 有効㌫ 累積㌫
取り組む予定なし 7 6.6 6.6 6.6
取り組んでいない 29 27.4 27.4 34.0
取り組みだしたばかり 13 12.3 12.3 46.2
ある程度取り組んでいる 39 36.8 36.8 83.0
積極的に取り組んでいる 18 17.0 17.0 100.0
合計 106 100.0 100.0
そして CSR 活動の実施状況に自社の業績や景気などの影響する度合いを訊ねているのが
Q3.3 であり，その結果を示すのが図表 3-18 である。こちらも CSR 活動の実施状況に対する業
績などの影響を「かなり影響する」から「全く影響しない」までの 5 段階で訊いている。最も
多かった回答が「どちらともいえない」の 48 社（45.3%）で次いで「ある程度影響する」の
23 社（21.7%），「あまり影響しない」の 20 社（18.9%）と続く。
より具体的に，CSR 活動の促進要因と阻害要因を浮き彫りにしようとするのが Q3.4 と Q3.5
である。なおここでいう促進要因とは 1 から 9 の内の各項目を CSR 活動の成果としてどの程
度期待するか，阻害要因とは 1 から 9 の内の各項目がどの程度 CSR 活動を阻む要因と考えて
いるのかを訊いている。それぞれ 9 つの項目を設定し，各項目の CSR 活動にとっての重要度を，




がそれぞれ 31 社から「非常に重要」な促進要因として選択されている。そして Q3.5 の阻害要
因の影響結果を示すのが図表 3-20 である。CSR 活動の阻害要因として「非常に影響する」と
いう評価段階で，「本業の忙しさ」を選択した回答事業者が最も多く 12 社，次いで「人材不足」
11 社であった。 
図表 3-18：自社の業績 ･ 収益状況の CSR 活動実施への影響度
度数 パーセント 有効㌫ 累積㌫
かなり影響する 9 8.5 8.5 8.5
ある程度影響する 23 21.7 21.7 30.2
どちらともいえない 48 45.3 45.3 75.5
あまり影響しない 20 18.9 18.9 94.3
全く影響しない 6 5.7 5.7 100.0
































































































Q3.6 は CSR 活動を実施する必要性や取り組み方をどのような経緯で認識 ･ 習得したのかを
訊いている。当該知識や必要性の入手先として，①「本社 ･ 店 / 親会社からの指示 ･ 指導」，





常に該当する」の 5 段階評価で，最も近い段階をそれぞれ 1 つ選択してもらっている。その集
計結果を示しているのが図表 3-21 である。「非常に該当する」を選択した回答の中で，①を選
択した 16 社が最も多く，次いで⑤の 9 社であった。
CSR 活動のコンテクストの領域の最後の質問は，Q3.7 の CSR 活動にかかわるコストをどの
ように扱っているのかを訊ねたものである。その他を含め 10 の選択肢を設け，どの選択肢が






















































































































































































































度数 パーセント 有効㌫ 累積㌫
1. 出来るだけ自社及び関連するサプライチェーン上では負担
　しないようにする 11 10.4 10.7 10.7
2. 販売価格に上乗せするなど取引価格に転嫁する 4 3.8 3.9 14.6
3. 自社･株主の収益減を甘受する 11 10.4 10.7 25.2
4. 当該コストを特段明確化し予算措置を施していない 25 23.6 24.3 49.5
5. 既存の活動基準の諸原価に割賦･分散して全体的なコスト
　管理を徹底する 14 13.2 13.6 63.1
6. 資源利用効率など生産性向上努力によって吸収する 5 4.7 4.9 68.0
7. 既存事業の売上増大努力によってカバーする 10 9.4 9.7 77.7
8. 既存事業の付加価値を増大する要素として活用展開（用途･
　販路拡大など）する 10 9.4 9.7 87.4
9. 新たな事業（製品･サービス）創出に繋げる 2 1.9 1.9 89.3
10.その他　 11 10.4 10.7 100.0




単純集計の最後の項目となるのが Q3.8 であり，CSR 活動の取り組み実績を訊ねている。
2010 年 11 月に発行された ISO26000 を参考にして，CSR 活動の 36 の取組課題を設定している。
各取組課題の内で，実施している項目に〇をつけてもらう形で，訊ねている。図表 3-23 がそ
の結果を示す。36 項目の内で，最も多くの事業所が実施していた取組課題が 10. の「法定にそっ
て，労働災害や健康保険，年金などの各種の保険に加入している」で，106 社中 102 社（96.2%）









。次いで，6. の「取引業者の選定や契約締結の判断基準として CSR を踏
まえた調達ガイドラインがある」，25 社（23.6%），20. の「ISO14000 シリーズの認証を取得し
ている」，26 社（24.5%）の順に回答事業所の少ない項目が続く。




質問票 Q3.8 は ISO26000 の課題構成を参考に，各課題の趣旨を踏まえ，日本企業の経営慣行
に照らし，再構成したものである。その対応関係を示したのが図表 3-25 である。付属表にも
あるように，質問票の 36 課題の内，1. から 5. が組織統治領域の課題に，6. から 10. が人権領
域の課題に，11. から 19. が労働慣行に，20. から 23. が環境に，24. から 26. が公正な事業慣行に，
27. から 30. が消費者課題に，そして 31. から 36. がコミュニティーへの参画 ･ 発展の領域に関
連する課題となる。
回答事業所の CSR パフォーマンス（CSR 課題への取組実績）の把握は基本的に Q3.8 の 36
項目の集計数に依存している。集計では領域毎の集計や影響の把握を行うことはあるが，原則
的に各項目を並列に扱っている。ただ仮説検証を行うにあたり，36 項目の CSR 課題の内，図
表 3-26 にある 14 項目を CSR 経営統合課題項目と位置づけ，別枠として従属変数や独立変数
のグループ設定に用いている。当該 14 項目を他の 22 項目と峻別する際の選定理由は，個別の








（5）  　質問票の集計では単純に 36 項目の取組実施数をピックアップし，少ないよりも多い方が評価は高い，と
いう解釈で行っているが，現実の CSR への取り組み実績の評価として，当該課題である 26. は日本社会に
おいて，必ずしも実施している方が，していないよりも好ましいとはいいきれない。）









1.   CSR 課題を担当する役員や委員会，部署などが存在する 28 26.4 .26 .443 106
2.   社会に対する役割や責任を規定した行動規準や方針を整備している 42 39.6 .40 .492 105
3.   コンプライアンスや企業不祥事防止，企業倫理向上などの社員研修を実施
している 63 59.4 .59 .493 106
4.   自社の企業経営について，広くステークホルダー（利害関係者）との意見
交換や対話を行う施策がある 28 26.4 .26 .443 106
5.   労働安全衛生法の業務を担う担当者がいる 84 79.2 .79 .407 106
6.   取引業者の選定や契約締結の判断基準として CSR を踏まえた調達ガイド
ラインがある 25 23.6 .24 .427 106
7.   取引業者の国内外の関連法規法令の遵守状況を確認している / または確認
要請に対応したことがある 48 45.3 .45 .500 106
8.   法令違反や反社会的行為などの疑いのある業者との取引を防止 ･ 制限する
ための規定や方針がある 64 60.4 .60 .491 106
9.   法定にそって，各種の休暇 ･ 休業制度を整備している 98 92.5 .92 .265 106
10. 法定にそって，労働災害や健康保険，年金などの各種の保険に加入して
いる 102 96.2 .96 .191 106
11. 昇進や異動，配置転換などにおいて，職務に必要な能力や適性を公平に判
断している 98 92.5 .93 .265 106
12. 公式な労使協議の体制が整備されている 74 69.8 .70 .461 106
13. 親族以外で，女性の管理職や役員がいる 47 44.3 .44 .499 106
14. 男性の育児休業 ･ 休暇を促進 ･ 支援するための制度や取得実績がある 39 36.8 .37 .485 106
15. ハラスメントなど，従業員の諸権利や苦情に関する相談窓口や担当者，も
しくは規定などを設けている 78 73.6 .74 .439 105
16. 従業員の就業能力の向上 ･ 育成に寄与する社員研修を恒常的に行っている 76 71.7 .72 .453 106
17. 嘱託などの形態を含め，定年退職者の再雇用制度を実施している 93 87.7 .88 .330 106
18. 懇談や福利厚生の一環として，社員旅行やレクリエーションなどを行って
いる 76 71.7 .72 .453 106
19. 任意の団体保険や財形貯蓄もしくは自社株取得など従業員の資産形成を支
援する何らかの取り組みがある 72 67.9 .68 .469 106
20.  ISO14000 シリーズの認証を取得している 26 24.5 .25 .432 106
21. 関連法規の遵守とは別に，資源利用効率を向上するための自社独自の環境
対策を行っている 42 39.6 .40 .491 106
22. 原材料などの購入先選定の際，成分や製造方法などにおける環境負荷を判
断要因として加味している 35 33.0 .33 .473 106
23. 汚染物質や廃棄物の排出量削減や再利用などの取り組みを実施している 59 55.7 .56 .499 106
24. 社員の不正不法行為を防止するための社内倫理規定がある 71 67.0 .67 .473 106
25. 取引業者の製品や製造方法における安全性，公平性などの情報を収集 ･ 把
握している 65 61.3 .61 .489 106
26. 政党や政治団体などに恒常的に寄附を行ったり，刊行物などを定期購読し
ている 21 19.8 .20 .400 106
27. 広報や啓蒙活動などを含め，自社の CSR 活動の情報公開を行っている 34 32.1 .32 .469 106
28. 地域住民や希望者に社内見学を実施している，もしくは可能である 67 63.2 .63 .485 106
29. 自社において取り扱っている商品の成分，製造方法，安全性などに関する
情報を公表している 37 34.9 .35 .480 105
30. 顧客情報へのアクセス制限や自宅など社外への持ち出しに関するガイドラ
インや規定がある 53 50.0 .50 .502 106
31. 地域での行事などに対して，寄附や寄贈を恒常的に行っている 81 76.4 .76 .427 106
32. 従業員によるボランティアの実績やそれを支援する制度がある 37 34.9 .35 .479 106
33. 過去 5 年間に，産官学もしくは地域の公的，公益，非営利機関などと連携
して実施した事業の実績がある 35 33.0 .33 .473 106
34. 過去 5 年間に，インターンシップや研修生などを受け入れた実績がある 67 63.2 .63 .485 106
35. 過去 5 年間に，高齢者や障害者，女性，既卒者などの雇用に関する助成や
補助金を受けた実績がある 41 38.7 .39 .489 106
36. できるだけ操業している地元から労働力や資金などの経営資源を調達して
いる 82 77.4 .77 .420 106
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図表 3-25：質問票における CSR 課題と ISO26000 の CSR 課題領域との対応関係と区分
問 6 質問事項 ISO26000のCSR課題領域および関連細目
1.   CSR 課題を担当する役員や委員会，部署などが存在する
①組織統治
①システム構築の一環
2.   社会に対する役割や責任を規定した行動規準や方針を整備している ①自社の理念やミッションとCSRの関連づけ
3.   コンプライアンスや企業不祥事防止，企業倫理向上などの社員研
修を実施している ①。③の課題5，⑤の課題3，4とも関連




5.   労働安全衛生法の業務を担う担当者がいる ①。②の課題1，8，③の課題2，4とも関連




7.   取引関係者の国内外の関連法規法令の遵守状況を確認している /
または確認要請に対応したことがある ②の課題3。⑤の課題4などとも関連
8.   法令違反や反社会的行為などの疑いのある業者との取引を防止 ･
制限するための規定や方針がある ②の課題3。①，⑤の課題4とも関連








































期購読 ･ 購入している ⑤の課題1，2。















33. 過去 5 年の間に，産官学もしくは地域の公的，公益，非営利機関
などと連携して実施した事業の実績がある ⑦の課題3，4。①に該当する4とも関連
34. 過去 5 年の間に，インターンシップや研修生などを受け入れた実
績がある ⑦の課題1，2，3，4，7。























ここでは主に規模と CSR 活動コストの扱い方の違い（CSR コスト吸収の対応スタンス）に
焦点を当て，それらと CSR 認知，CSR 活動状況認識および CSR パフォーマンス実績との関係
に関するパイロット分析の結果を提示する。規模の変数として，資本金額（Q1.5）と従業員数
（Q1.7）を用いる。そして CSR 活動のコストの取扱い方の違いに関しては，Q3.7 への回答を
基にグループ化した，CSR コストへの対応スタンス別のグループの変数を用いた分析の結果
を提示する。
図表 4-1 は資本金規模（Q1.5）と CSR という用語やその内容の認知度（Q3.1.1）の回答をク
ロス集計した実数値を示している。交差実数が最も多いのは「資本金規模 1 千万円以上 1 億円
未満」×「CSR という用語やその内容をある程度承知している」の 31 であり，資本金規模が
大きい程，詳しく知っている，ある程度内容を承知と回答している傾向がある。図表 4-1-1 は
資本金規模と CSR 認知度の発生率をχ二乗検定を用いて検定した結果を示す。その結果，図
表 4-1 の資本規模と CSR 認知度回答には統計的に有意差が認められた（χ²=27.378，df=16， 
p<.05）。













資本金規模5百万円未満 0 0 0 1 0 1
5百万円以上1千万円未満 1 1 1 7 0 10
1千万円以上1億円未満 2 7 16 31 11 67
1億円以上3億円未満 0 0 1 3 2 6
3億円以上 0 0 1 8 13 22
合計 3 8 19 50 26 106
111リージョナル企業におけるCSRパフォーマンスと社会的責任経営浸透度の分析
図表 4-1-1： 資本金規模と CSR 認知度クロス集計χ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 27.378a 16 .037
尤度比 30.253 16 .017





値を示している。図表 4-2 の最多の交差は「従業員 50 人未満」×「（CSR について）ある程度
承知している」の 16 社であった。「詳しく知っている」の中で最多の回答したのは「従業員
100 人以上 300 人未満」の 8 社であるが，「50 人未満」でも 6 社である。図表 4-2 の発生率を
χ二乗検定を用いて検定した結果が図表 4-2-1 である。図表 4-2 の回答傾向には統計的に有意
差が認められなかった（p>.05）。












50人未満 2 6 9 16 6 39
50人以上100人未満 0 1 5 12 5 23
100人以上300人未満 1 1 3 14 8 27
300人以上500人未満 0 0 0 0 2 2
500人以上 0 0 2 8 5 15
合計 3 8 19 50 26 106
図表 4-2-1：従業員規模と CSR 認知度クロス集計χ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 17.660a 16 .344
尤度比 18.836 16 .277
線型と線型による関連 8.608 1 .003
有効ケース数 106
　　　　　　　　　　　　　　　　a. 17セル（68.0%）は期待度数5未満。最小期待度数は.06。　
資本規模と CSR 認知度の回答実数には統計的有意があるにも関わらず，従業員規模と CSR





果を示している。そして図表 4-3-1 はそのχ² 検定の結果を示している。図表 4-3 の回答傾向は
χ² 検定値が p=.048 で統計的に有意であり（χ²=9.609，df=4， p<.05），資本規模が大きい方が，
CSR 認知度が高い傾向になると解釈し得るかも知れないが，図表 4-4 と 4-4-1 にあるように，
従業員規模には傾向を解釈するのに必要な統計的有意差が認められない（χ²=8.267，df=4， 
p>.05： p=.082）。




5百万円未満 0 1 1
5百万円以上1千万円未満 3 7 10
1千万円以上1億円未満 25 42 67
1億円以上3億円未満 1 5 6
3億円以上 1 21 22
合計 30 76 106
図表 4-3-1： 資本金規模と CSR 認知度クロス集計　2 カテゴリーχ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 9.609a 4 .048
尤度比 12.025 4 .017
線型と線型による関連 5.983 1 .014
有効ケース数 106
　　　　　　　　　　　　　　　a. 5セル（50.0%）は期待度数5未満。最低期待度数は0.28。
図表 4-4：従業員規模と CSR 認知度：2 カテゴリー実数値
CSRという用語・内容の認知度
合計従業員規模 CSRに非精通 CSRに精通
50人未満 17 22 39
50人以上100人未満 6 17 23
100人以上300人未満 5 22 27
300人以上500人未満 0 2 2
500人以上 2 13 15
合計 30 76 106
図表 4-4-1：従業員規模と CSR 認知度：2 カテゴリーχ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 8.267a 4 .082
尤度比 8.826 4 .066





模と ISO26000 認知度との関係についてである。図表 4-5 は資本金規模（Q1.5）と ISO26000
という用語やその内容をどの程度知っていますか（Q3.1.2）という問いのクロス集計の結果を
示している。図表 4-5 の回答傾向（発生率）をχ² 検定を用いて検定した結果が図表 4-5-1 である。
結果は p=15.4 であり，p>.05 であり統計的に有意差は認められない。
一方，図表 4-6 および 4-6-1 に示す通り，従業員規模と ISO26000 認知度の回答には統計的に有
意な差があると認められる結果となった（χ²=26.449，df=16， p=.048， p<.05）。従業員規模が小さ
い事業所は ISO26000 の認知度が低い傾向にあると解釈し得るのかもしれない（図表 4-6 参照）。












5百万円未満 0 0 0 1 0 1
5百万円以上1千万円未満 2 3 4 1 0 10
1千万円以上1億円未満 12 23 17 13 2 67
1億円以上3億円未満 1 2 2 0 1 6
3億円以上 0 4 12 3 3 22
合計 15 32 35 18 6 106
図表 4-5-1： 資本金規模と ISO26000 認知度のクロス集計χ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 21.664a 16 .154
尤度比 23.756 16 .095
線型と線型による関連 4.929 1 .026
有効ケース数 106
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a. 19セル（76.0%）は期待度数5未満。最小期待度数は0.06。












50人未満 6 12 13 8 0 39
50人以上100人未満 4 8 8 3 0 23
100人以上300人未満 5 4 9 5 4 27
300人以上500人未満 0 0 0 1 1 2
500人以上 0 8 5 1 1 15
合計 15 32 35 18 6 106
図表 4-6-1： 従業員規模と ISO26000 認知度クロス集計χ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 26.449a 16 .048
尤度比 27.800 16 .033





図表 4-7 は資本規模と CSR 活動状況認識の回答結果のクロス集計を示している。資本金 1
千万円を境に，それ未満と以上で，取り組み度合いの認識に差があるように見えるが，図表
4-7 の実数値をχ² 検定を用いて検定した結果が図表 4-7-1 である。検定結果は p<.001 で統計的
に有意差が認められる（χ²=54.996， df=16， p<.001）。




再設定して，状況を確認すると図表 4-7-2 のような結果となった。その実数を，χ² 検定を用い
て検定した結果が図表 4-7-3 である。図表 4-7-2 の回答傾向（発生率）には統計的に有意な差を
確認することができ（χ²=16.600， df=4， p<.01），資本金規模が大きい事業所の方が，CSR 活動
に積極的に取り組んでいると認識する傾向にあるという解釈が成り立つのかも知れない。












5百万円未満 0 1 0 0 0 1
5百万円以上1千万円未満 0 1 4 4 1 10
1千万円以上1億円未満 7 25 7 26 2 67
1億円以上3億円未満 0 0 1 3 2 6
3億円以上 0 2 1 6 13 22
合計 7 29 13 39 18 106
図表 4-7-1：資本金規模と CSR 活動状況認識クロス集計χ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 54.996a 16 .000
尤度比 52.746 16 .000
線型と線型による関連 19.387 1 .000
有効ケース数 106
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　a. 19セル（76.0%）は期待度数5未満。最小期待度数は0.07。
図表 4-7-2：資本規模と CSR 活動状況認識クロス集計（2 グループ）実数値
3.2_CSR活動にどの程度取り組んでいますか
合計CSR活動に消極的なグループ CSR活動に積極的なグループ
5百万円未満 1 0 1
5百万円以上1千万円未満 5 5 10
1千万円以上1億円未満 39 28 67
1億円以上3億円未満 1 5 6
3億円以上 3 19 22
合計 49 57 106
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図表 4-7-3：資本規模と CSR 活動状況認識（2 グループ）χ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 16.600a 4 .002
尤度比 18.480 4 .001




かった。図表 4-8 は従業員規模と CSR 活動状況認識のクロス集計の結果を示している。図表
4-8-1 がそのχ² 検定の結果を示しており，図表 4-8 の回答には統計的な有意は認められなかっ
た（p>.05）。
しかし CSR 活動状況認識を「積極的に取り組んでいると認識しているグループ」と「積極
的に取り組んでいるとは認識できないグループ」に Q3.2 の回答を再編してみると，図表 4-9，
4-9-1 のような結果となった。図表 4-9 は「ある程度取り組んでいる」と「積極的に取り組んで
いる」と認識している回答を 1 つのグループとし，残りの「取り組む予定なし」，「取り組んで
いない」，「取り組みだしたばかり」と認識している回答を CSR 活動にあまり積極的に取り組
んでいないグループとして集計している。図表 4-9 の発生率（回答傾向）のχ² 検定の結果が
図表 4-9-1 である。図表 4-9 の従業員規模と CSR 活動状況認識の回答実数には統計的に有意な
差があると認められる（χ²=13.612， df = 4， p<.05）。












50人未満 6 14 5 11 3 39
50人以上100人未満 0 6 5 9 3 23
100人以上300人未満 1 7 3 10 6 27
300人以上500人未満 0 0 0 1 1 2
500人以上 0 2 0 8 5 15
合計 7 29 13 39 18 106
図表 4-8-1： 従業員規模と CSR 活動状況認識クロス集計χ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 22.346a 16 .132
尤度比 25.720 16 .058











50人未満 25 14 39
50人以上100人未満 11 12 23
100人以上300人未満 11 16 27
300人以上500人未満 0 2 2
500人以上 2 13 15
合計 49 57 106
図表 4-9-1：従業員規模と CSR 活動状況認識クロス集計（2 グループ）χ検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 13.612a 4 .009
尤度比 15.302 4 .004








その一端が Q3.7 の CSR コストの扱い方を訊いた回答結果（図表 3-22）を基にグループ化し









スタンスになる。Q3.7 で 5「既存の活動基準の諸原価に割賦 ･ 分散して全体的なコスト管理を
徹底する」と 6「資源利用効率など生産性の向上によって（当該費用を）吸収する」を選択し
た回答事業所から構成される。
Ⓒは Q3.7 で 7「既存事業の売上増大によってカバーする」と 8「既存事業の付加価値を増大
する要素として活用展開する」，そして 9「新たな事業創出によって賄う」を選択した回答事
（7）  　資本規模もそうであるが，従業員が多い，資本金が多いなどは，人当てをする余裕と関係するかもしれな




Ⓓは Q3.7 の 3「自社 ･ 株主の収益減を甘受する」を選択した回答事業所から構成される。
CSR 活動に関わる費用負担増を，法人や所有者の取り分の減少を甘受することで，当該コス
トを賄おうとするタイプである。








（8）  　Q3.7 がこのような性質をもった諸グループに分類されることを含め，Q3.7 の質問の意図や趣旨を質問票
作成者が詳しく説明しているわけでも，その趣旨を踏まえて各社（担当者）が回答しているわけではないこ
とは申し添えておく。そもそも CSR コストという表現は，タームとして表現することは容易いが，その実
態の把握は非常に困難で，現時点では曖昧極まりない（Sprinkle and Maines 2010 参照）。例えば CSR コス
トとはそもそも CSR 活動に関わる単なる支出のことなのか，収益を得ることを念頭に計上された費用なの
か，それとも CSR 活動を支える何らかの行為やそのための財産などの原価なのかは明確ではない。CSR コ
ストという場合，おそらくその全てを含み，それらの様相を経営実務と合致した形で掌握しなければ，概念
的にも実務的にも無意味であろう。




  　CSR コストなるものが現時点では正確に，かつ客観的に把握し得ないが，その処理や扱い方に関しては，
いわゆる社会的コストの扱い方に関する考えなどを踏まえ，理論的には幾つかのパターンを想定し得る。本
稿では，下記の付属表をベースに Q3.7 の文言やグループ分けの基準として参考にしている（高岡，デ ゾイ
サ 2016）。
付属表：CSR コスト負担の様式







































度数 パーセント 有効㌫ 累積㌫
有効 Aタイプ：責任回避型 15 14.2 16.3 16.3
Bタイプ：コスト指向型 19 17.9 20.7 37.0
Cタイプ：プラスα型 22 20.8 23.9 60.9
Dタイプ：良心型 11 10.4 12.0 72.8
Eタイプ：標準型 25 23.6 27.2 100.0
小計 92 86.8 100.0
欠損値 System 14 13.2
合計 106 100.0
度数の最も多いのがⒺの標準型（25 社），次いでⒸのプラスアルファ型（22 社），Ⓑのコス
ト指向型（19 社），Ⓐの責任回避型（15 社），そしてⒹの良心型（11 社）の順である。図表
4-11 は CSR コスト対応スタンス別グループと CSR 認知度とのクロス集計を示している。それ
をχ² 検定を用いて検定した結果が図表 4-11-1 である。検定の結果，図表 4-11 の回答には統計
的有意差が認められた（χ =26.402，df=16， p<.05）。CSR コストへの対応スタンスの違いによっ
て，CSR という用語やその内容の認知度には大きな開きはないように捉えられる。他方，図
表 4-12 に示す CSR コスト対応スタンスと ISO26000 認知度との実数値の間には，統計的に有
意な差を確認できなかった（χ²=15.848， df=16， p=.464： p>.05 図表 4-12-1 参照）。












Aタイプ：責任回避型 0 4 0 8 3 15
Bタイプ：コスト指向型 0 1 5 9 4 19
Cタイプ：プラスα型 1 0 4 9 8 22
Dタイプ：良心型 0 0 3 7 1 11
Eタイプ：標準型 1 0 3 12 9 25
合計 2 5 15 45 25 92
図表 4-11-1：CSR コスト対応スタンス別グループの CSR 認知度クロス集計χ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 26.402a 16 .049
尤度比 26.737 16 .045
















Aタイプ：責任回避型 2 5 5 2 1 15
Bタイプ：コスト指向型 1 8 7 2 1 19
Cタイプ：プラスα型 4 2 7 5 4 22
Dタイプ：良心型 2 2 5 2 0 11
Eタイプ：標準型 2 7 11 5 0 25
合計 11 24 35 16 6 92
図表 4-12-1：CSR コスト対応スタンス別グループの ISO26000 認知度クロス集計χ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 15.848a 16 .464
尤度比 17.363 16 .362
線型と線型による関連 .025 1 .873
有効ケース数 92
a. 19セル（76.0%）は期待度数5未満。最小期待度数は0.72。







しかし，図表 4-13 をχ² 検定によって検定した図表 4-13-1 の結果をみれば，図表 4-13 には統
計的有意はなく（χ²=11.197， df=16， p=.797， p>.05），上記のような解釈を展開する素材とは
なり得なかった。



















Aタイプ：責任回避型 4 8 1 1 1 15
Bタイプ：コスト指向型 1 10 3 3 2 19
Cタイプ：プラスα型 5 11 1 1 4 22
Dタイプ：良心型 2 7 0 2 0 11
Eタイプ：標準型 3 13 2 4 3 25
合計 15 49 7 11 10 92
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図表 4-13-1：CSR コスト対応タイプ別の戦略策定上重視する方針のクロス集計χ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率（両側）
ピアソンのカイ2乗 11.197a 16 .797
尤度比 13.318 16 .649
線型と線型による関連 .377 1 .539
有効ケース数 92
a. 20セル（80.0%）は期待度数5未満。最小期待度数は0.84。




か，それが CSR 活動への取り組みや CSR パフォーマンスにも影響を与えているのではないか，
というような見通しである。図表 4-14 では Q2.6 の中でも ABC（activity based costing）だけ




しかし図表 4-14-1 に示すように，図表 4-14 の回答傾向（発生率）には，統計的有意を確認
できなかった（χ²=18.673， df=16， p=.286， p>.05）。したがって，図表 4-14 はこうした解釈を，
婉曲的にも，確認したり，また具体的な仮説を設定するための素材には活用し得なかった。













Aタイプ：責任回避型 0 3 2 5 5 15
Bタイプ：コスト指向型 0 4 2 11 2 19
Cタイプ：プラスα型 0 3 3 11 5 22
Dタイプ：良心型 0 4 0 6 1 11
Eタイプ：標準型 2 9 3 9 1 24
合計 2 23 10 42 14 91
図表 4-14-1：CSR コスト対応タイプ別の ABC の活用度クロス集計χ² 検定値
値 自由度 漸近有意確率 （両側）
ピアソンのカイ2乗 18.673a 16 .286
尤度比 19.655 16 .236
線型と線型による関連 7.068 1 .008
有効ケース数 91
a. 18セル（72.0%）は期待度数5未満。最小期待度数は0.24。
（9）  　CSR コストを実際に把握し，管理するには，CSR 活動に関する間接費を把握し，当該活動を包含する業
務に割賦して把握することが重要で，ABC が当該アプローチのコスト把握 ･ 管理の手法であるからである。
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同様に CSR コスト対応タイプの違いによって，CSR 課題への取組実績（CSR パフォーマン
ス実績）の平均にも統計的に有意な差を確認することができなかった。図表 4-15 は CSR コス
ト対応タイプ別の 36 の CSR 課題への取組実績，つまり CSR パフォーマンス実績の 36 項目全
体と 7 つの領域毎の平均値のクロス集計実数を示している。例えば責任回避型は 15 社あり，
36 の CSR 課題全体を対象にすれば，最大 540 の「実施している」の実績を想定し得るわけで
すが，その内当該タイプの取組実績の割合は 48% である，ということを示している。図表
4-15-1 は図表 4-15 を検定するための経過手続である，クラスカル ･ ウォリス検定のランク表で
ある。そして図表 4-15-2 は図表 4-15 のクロス表の平均値の検定結果を示している。図表 4-15
では，CSR パフォーマンス全体を対象にみても，B のコスト指向型や E の標準型が他のタイ
プよりも CSR パフォーマンス実績の平均が高く，CSR 課題に積極的に取り組んでいるように
見えるが（領域毎にみても，同様の傾向がうかがえる），図表 4-15-2 に示すように，CSR パフォー
マンス全体においても，領域毎においても，図表 4-15 の数値（平均の差）に統計的に有意な
差異はない（CSR index; χ²=6.535， df=4， p=.163， p>.05; 組織統治領域：χ²=5.572， df=4， 
p=.233， p>.05; 人権領域：χ²=5.796， df=4， p=.215， p>.05; 労働慣行領域：χ²=5.796， df=4， 
p=.285， p>.05; 環境領域：χ²=.892， df=4， p=.926， p>.05; 公正な事業慣行領域：χ²=4.743 
df=4， p=.315， p>.05; 消費者課題領域：χ²=8.027， df=4， p=.091， p>.05; コミュニティー開発領
域：χ²=4.150， df=4， p=.386， p>.05;）。
図表 4-15：CSR コスト対応タイプ別の CSR パフォーマンス実績平均値クロス表







平均 平均 平均 平均 平均 平均 平均 平均
Aタイプ：責任回避型 .45 .57 .56 .37 .42 .43 .41 .48
Bタイプ：コスト指向型 .57 .67 .75 .45 .56 .46 .59 .61
Cタイプ：プラスα型 .48 .64 .71 .43 .55 .52 .58 .58
Dタイプ：良心型 .33 .58 .70 .32 .42 .23 .53 .48




図表 4-16 は従業員規模グループ別と 36 の CSR 課題への取組実績（CSR パフォーマンス実践）
の平均値のクロス集計値を示している。図表 4-15 と同じ趣旨のものである。36 の CSR パフォー
マンス全体でも，領域毎の平均でも，従業員規模が大きい程，CSR パフォーマンス実績の平




図表 4-15-1：図表 4-15 のクラスカル ･ ウォリス検定ランク表
度数 平均ランク
















































Test Statistics a，b：a：Kruskal Wallis Test， b：グルーピング変数： Q3.7.-5グループ-A-E
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組んでいる傾向を見て取れる。
その傾向（平均の差）を統計的に確認した検定値に関するデータが図表 4-16-1 と 2 である。
図表 4-16-1 は検定のための経過手続を示すもので，図表 4-16-2 が図表 4-16 の傾向の検定値を
示している。それによれば，CSR パフォーマンス実績全体を対象にした場合は，図表 4-16 の
傾向に統計的有意を確認することができる（CSR index; χ²=29.811， df=4， p=.000， p<.05）。
領域別に見た場合，公正な事業慣行（χ²=4.368， df=4， p=.359， p>.05;）と消費者課題
（χ²=13.105， df=4， p=.011， p>.05）に関しては統計的に有意な差を確認できないが，それ以外
の領域では統計的有意差を確認し得ることから（組織統治領域：χ²=25.060， df=4， p=.000， 
p<.05; 人権領域：χ²=19.740， df=4， p=.001， p<.05; 労働慣行領域：χ²=24.299， df=4， p=.000， 
p<.05; 環境領域：χ²=14.386， df=4， p=.006， p<.05; コミュニティー開発領域：χ²=18.524， 
df=4， p=.001， p<.05），図表 4-16 の従業員規模が大きくなるにつれ，CSR パフォーマンス実績
が高くなる傾向は概ね妥当な解釈と言えよう。




















平均 平均 平均 平均 平均 平均 平均 平均
従業員規模50人未満 .28 .50 .54 .20 .43 .30 .40 .40
50人以上100人未満 .49 .66 .73 .42 .49 .54 .58 .59
100人以上300人未満 .56 .71 .75 .50 .53 .49 .60 .62
300人以上500人未満 .80 .90 .94 .63 .67 .75 .83 .82
500人以上 .68 .77 .84 .55 .58 .57 .69 .70
次に資本金規模グループ別の CSR パフォーマンス実績の傾向について見てみよう。図表 4-17
は資本金規模グループ別と 36 の CSR 課題への取組実績（CSR パフォーマンス実践）の平均値の
クロス集計値を示している。これも図表 4-15 と同じ趣旨の分析を施したものである。36 の CSR
パフォーマンス全体を対象にした場合，資本金 1 千万円以上 1 億円未満のグループの CSR パ
フォーマンス実績が特段下がってはいるが，概ね資本金規模が大きくなるにつれ，CSR パフォー
マンス実績の平均値が高くなる傾向をうかがえる。領域別に見ても，資本金 1 千万円以上 1 億円
未満のグループの CSR パフォーマンス実績が総じて特異な数値を示しているが，概ね資本金規
模が大きくなるにつれ，CSR パフォーマンス実績の平均値も高くなる傾向をうかがえる。
図表 4-15-2： CSR コスト対応タイプ別の CSR パフォーマンス実績平均値クロス集計χ² 検定値







カイ二乗 5.572 5.796 5.026 .892 4.743 8.027 4.150 6.535
自由度 4 4 4 4 4 4 4 4
漸近有意確率 .233 .215 .285 .926 .315 .091 .386 .163
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図表 4-16-1：図表 4-16 のクラスカル ･ ウォリス検定ランク表
従業員規模 度数 平均ランク

















































こうした傾向を統計的に確認した検定値に関するデータが図表 4-17-1 と 2 である。図表
4-17-1 は検定のための経過手続を示すもので，図表 4-17-2 が図表 4-17 の傾向の検定値を示して
いる。資本金規模の場合，従業員規模よりも，明確に規模の大きさとパフォーマンス実績数（平
均値割合の大きさ）の傾向を示している。CSR パフォーマンス実績全体も，領域毎においても，
図表 4-17 の実数値分布の傾向に統計的有意を確認することができる（CSR index; χ²=49.583， 
df=4， p=.000， p<.05; 組織統治領域：χ²=43.385， df=4， p=.000， p<.05; 人権領域：χ²=43.328， 
df=4， p=.000， p<.05; 労働慣行領域：χ²=35.719， df=4， p=.000， p<.05; 環境領域：χ²=.31.992， 
df=4， p=.000， p<.05; 公正な事業慣行領域：χ²=17.185， df=4， p=.002， p<.05; 消費者課題領域：
χ²=27.707， df=4， p=.000， p<.05; コミュニティー開発領域：χ²=15.244， df=4， p=.004， p<.05;）。


























平均 平均 平均 平均 平均 平均 平均 平均
資本金規模500万円未満 0.00 .20 .33 0.00 0.00 0.00 .50 .19
500万円以上1千万円未満 .44 .64 .66 .23 .43 .45 .62 .53
1千万円以上1億円未満 .34 .54 .61 .26 .44 .34 .46 .45
1億円以上3億円未満 .73 .80 .81 .79 .61 .63 .64 .73
3億円以上 .81 .91 .91 .74 .68 .76 .71 .81
このセクションの最後に，2012 年と同じ枠組みで，2016 年の調査票の主要質問事項の相関
分析結果を示す。図表 4-18 である。1% 水準で有意（両側）である相関関係のいくつかをピッ
クアップすれば，以下のような傾向を指摘し得る。例えば CSR 認知度（Q3.1.1）と ISO26000
認知度（Q3.1.2），CSR 活動実施状況認識（Q3.2）の程度の間には正の相関が確認し得た。ま
た CSR 認知度と 36 の CSR パフォーマンス実績全体（Q3.8）との間にも同様に正の相関を確
（10） 　ただし図表 4-17 には実数値として「0」が 4 カ所あり，統計処理の精度はやや落ちる。図表 4-16 と同じ処
理を行ってはいるが実数値の性格上，図表 4-17 は図表 4-16 よりは，結果の解釈の強度もやや控えめに見た
方がいいのかもしれない。




















カイ二乗 25.060 19.740 24.299 14.386 4.368 13.105 18.524 29.811
自由度 4 4 4 4 4 4 4 4
漸近有意確率 .000 .001 .000 .006 .359 .011 .001 .000
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図表 4-17-1：図表 4-17 のクラスカル ･ ウォリス検定ランク表
資本規模 度数 平均ランク

















































認し得た。各課題領域それぞれの CSR パフォーマンス実績，さらに CSR 経営統合課題（図表







さて，最後に 2012 年に行った調査研究（高岡 2013;2014）の結果と対比し，和歌山県下事業
所における CSR 経営の取組状況の推移や変化を，主なものに焦点を絞り，まとめてみること
にしよう。





一方図表 5-2 は ISO26000 の認知度の回答実数を比較した結果である。こちらも「知らなかっ
た」，「あまり知らない」という回答が減少し（知らない：31% → 14.2%，あまり知らない：
32.1% → 30.2%），「知っている」との回答も「ある程度知っている（大まかに知っている）」と
の回答割合が 24% から 17% に減少しているが，「詳しく知っている」という回答割合が 3.4%
から 5.7% に増加しており，概ね ISO26000 という用語の認知度も改善（上昇）している傾向
にあると言えよう（付属資料 2 をあわせて参照）。




らない」，そして「現在調査中 / 用語を承知している程度」と回答したグループを非親 CSR グ




















カイ二乗 43.385 43.328 35.719 31.992 17.185 27.707 15.244 49.583
自由度 4 4 4 4 4 4 4 4













































Pearson Correlation .612* .340** 1
Sig. （2-tailed） .000 .000
N 106 106 106
CSR活動への
業績の影響度
Pearson Correlation -.192* -.228* -.254** 1
Sig. （2-tailed） .048 .019 .009
N 106 106 106 106
組織統治 Pearson Correlation .485** .370** .618** -.132 1
Sig. （2-tailed） .000 .000 .000 .179
N 105 105 105 105 105
人権 Pearson Correlation .467** .360** .473** -.230* .735** 1
Sig. （2-tailed） .000 .000 .000 .018 .000
N 106 106 106 106 105 106
労働慣行 Pearson Correlation .352** .247* .527** -.135 .602** .587** 1
Sig. （2-tailed） .000 .011 .000 .170 .000 .000
N 105 105 105 105 104 105 105
環境 Pearson Correlation .401** .300** .559** -.161 .687** .633** .417** 1
Sig. （2-tailed） .000 .002 .000 .099 .000 .000 .000
N 106 106 106 106 105 106 105 106
公正な事業
慣行
Pearson Correlation .333** .267** .400** -.030 .515** .544** .513** .437** 1
Sig. （2-tailed） .000 .006 .000 .762 .000 .000 .000 .000
N 106 106 106 106 105 106 105 106 106
消費者
課題
Pearson Correlation .406** .277** .616** -.164 .635** .622** .539** .567** .404** 1
Sig. （2-tailed） .000 .004 .000 .095 .000 .000 .000 .000 .000
N 105 105 105 105 104 105 104 105 105 105
コミュニ
ティー 開発
Pearson Correlation .407** .250** .416** -.141 .394** .372** .484** .385** .351** .386** 1
Sig. （2-tailed） .000 .010 .000 .148 .000 .000 .000 .000 .000 .000
N 106 106 106 106 105 106 105 106 106 105 106
36CSR
課題
Pearson Correlation .531** .382** .681** -.194* .850** .822** .811** .763** .659** .774** .651** 1
Sig. （2-tailed） .000 .000 .000 .047 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000
N 106 106 106 106 105 106 105 106 106 105 106 106
CSR経営
統合課題
Pearson Correlation .555** .389** .678** -.106 .888** .820** .656** .782** .643** .792** .471** .934** 1
Sig. （2-tailed） .000 .000 .000 .288 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000
N 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103
**相関係数は1%水準で有意（両側）である。*相関係数は5%水準で有意（両側）である。
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ループとして，その回答実績を比較したものである。2012 年では非親 CSR グループは 26% で
あったのが 2016 年では 21.7% に減少しており，逆に親 CSR グループは 2012 年 74% であった
のが，2016 年で 78.3% に上昇しており，和歌山県下の回答事業所における CSR（および
ISO26000）に関する認知度は 2012 年よりも 2016 年の方が，上昇していることがうかがえる。
図表 5-1：CSR 認知度回答実数の比較
調査年 度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
2012 有効 知らなかった 8 5.5 5.5 5.5
聴いたことはあるがあまり知らない 23 15.8 15.9 21.4
現在調査中 7 4.8 4.8 26.2
内容について大まかに知っている 78 53.4 53.8 80.0
詳しく知っている 29 19.9 20.0 100.0
小計 145 99.3 100.0
欠損値 1 .7
合計 146 100.0
2016 有効 全く知らない 3 2.8 2.8 2.8
あまり知らない 8 7.5 7.5 10.4
用語を承知している程度 19 17.9 17.9 28.3
ある程度内容を知っている 50 47.2 47.2 75.5
詳しく知っている 26 24.5 24.5 100.0
合計 106 100.0 100.0
図表 5-2：ISO26000 認知度回答実数の比較
調査年 度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
2012 有効 知らなかった 46 31.5 31.5 31.5
聴いたことはあるがあまり知らない 47 32.2 32.2 63.7
現在調査中 13 8.9 8.9 72.6
内容について大まかに知っている 35 24.0 24.0 96.6
詳しく知っている 5 3.4 3.4 100.0
合計 146 100.0 100.0 　
2016 有効 全く知らない 15 14.2 14.2 14.2
あまり知らない 32 30.2 30.2 44.3
用語を承知している程度 35 33.0 33.0 77.4
ある程度内容を知っている 18 17.0 17.0 94.3
詳しく知っている 6 5.7 5.7 100.0
合計 106 100.0 100.0 　
図表 5-3：回答実数の比較
調査年 度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
2012 有効 非親CSRグループ 38 26.0 26.0 26.0
親CSRグループ 108 74.0 74.0 100.0
合計 146 100.0 100.0 　
2016 有効 非親CSRグループ 23 21.7 21.7 21.7
親CSRグループ 83 78.3 78.3 100.0
合計 106 100.0 100.0 　
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次に CSR や ISO26000 という用語（概念）の認知度ではなく，実際の CSR パフォーマンス
の変化を見てみよう。まず CSR 課題への取組状況に関する認識の回答実績についてである。
図表 5-4 はその結果を示している。2012 年時点では「取り組む予定なし」と回答したのは全体
の 14.4% であったのが，2016 年時点で「取り組む予定はない」と回答したのは 6.6% である。「取
り組んでいない」と回答しているのは 2012 年時点で 20.5%，2016 年で 27.4% であり，かつ
2012 年の「現在調査中」との回答が全体の 13% から 2016 年の「取り組みだしたばかり」と
の回答が全体の 12.3% であり，一進一退であるが，2012 年における「ある程度取り組んでいる」
の 34.9% が 2016 年では 36.8% に，そして「積極的に取り組んでいる」と回答している事業所




調査年 度数 ㌫ 有効㌫ 累積㌫
2012 有効 今のところとり組む予定なし 21 14.4 14.7 14.7
興味はあるが取り組んでいない 30 20.5 21.0 35.7
現在検討中 19 13.0 13.3 49.0
ある程度取り組んでいる 51 34.9 35.7 84.6
積極的に取り組んでいる 22 15.1 15.4 100.0
小計 143 97.9 100.0 　
欠損値 3 2.1 　 　
合計 146 100.0 　 　
2016 有効 取り組む予定なし 7 6.6 6.6 6.6
取り組んでいない 29 27.4 27.4 34.0
取り組みだしたばかり 13 12.3 12.3 46.2
ある程度取り組んでいる 39 36.8 36.8 83.0
積極的に取り組んでいる 18 17.0 17.0 100.0
合計 106 100.0 100.0 　




あり，2012 年度の 136 社から 2016 年度 102 社に，34 社減少している。次いで Q3.8.2 の「社
会的に対する役割や責任を規定した行動規準や方針を整備している」であり，2012 年度の 73
社から 2016 年度 42 社と 31 社減少している。
逆に回答事業所数（調査の母数）が減少しているにもかかわらず，「はい（実施している）」
との回答数が増加した CSR 課題もある。最も回答実数が増加したのは，Q3.8.25 の「取引業者
の製品や製造方法における安全性，公平性などの情報を収集 ･ 把握している」であり，2012
131リージョナル企業におけるCSRパフォーマンスと社会的責任経営浸透度の分析
年度は 56 社が実施していると回答していたのに対して，2016 年度においては 65 社が実施し
ていると回答しており，9 社増加している。次いで Q3.8.27 の「広報や啓蒙活動などを含め，
自社の CSR 活動の情報公開を行っている」もわずかではあるが 2012 年度の 31 社から 2016 年
度 34 社に，3 社増加している。
もちろん回答事業所数が 2012 年度と 2016 年度では異なるため，取組実数の単純比較は減少
傾向が基本であり，経年変化の考察としてはやや精度に欠ける。そこで「実施している」とい
う回答の平均値を算定し，その推移を CSR 課題全体および領域毎の実施率として対比したの
が図表 5-5 である。図表 5-6 はその結果をグラフ化したものである。例えば組織統治の CSR 課





調査年 N 平均値 標準偏差
2012 組織統治領域のCSRP index 146 .4068 .30663
人権領域のCSRP index 146 .5658 .25662
労働領域のCSRP index 146 .5959 .28735
環境領域のCSRP index 146 .35788 .388307
公正な事業慣行領域のCSRP index 146 .3539 .31128
消費者課題領域のCSRP index 146 .3562 .32141
コミュニティ参画等領域のCSRP index 146 .4863 .26371
CSR overall index 146 .4739 .23882
有効度数 146 　 　
2016 組織統治領域のCSRP index 105 .4648 .30946
人権領域のCSRP index 106 .6358 .24657
労働領域のCSRP index 105 .6857 .24336
環境領域のCSRP index 106 .38208 .378291
公正な事業慣行領域のCSRP index 106 .4937 .28815
消費者課題領域のCSRP index 105 .4476 .33914
コミュニティ参画領域のCSRP index 106 .5393 .27173
CSR overall index 106 .5476 .22071
有効度数 103 　 　
CSR 課題への取組実績の全体的な推移の変化をみると，2012 年度の 47% から 2016 年度は
54% に増大している。領域毎にみても，全ての領域で実施割合は増大している（組織統治
2012 年 40%，2016 年 46%; 人 権 2012 年 56%，2016 年 63%; 労 働 慣 行 2012 年 59%，2016 年
68%; 環境 2012 年 35%，2016 年 38%; 公正な事業慣行 2012 年 35%，2016 年 49%; 消費者課題





が図表 5-7 である。そして図表 5-7-1 は当該検定値を算定する過程に行った，マンホイットニー
の U 検定の値を示している。
図表 5-7 の検定値を見る限り，図表 5-5 およびそのグラフの示す傾向に関する解釈は概ね妥
当といえるのかもしれない。36 の CSR 課題全体の平均実施率の検定値は統計的に有意な差を
確認することができるからである。Wilcokson検定を用いて2012年度2016年度のCSRパフォー
































図表 5-7：マンホイットニーの U 検定値








Mann-WhitneyのU 6789.500 6523.500 6338.500 7332.500 5708.500 6465.500 6838.000 6337.000
WilcoxonのW 17520.500 17254.500 17069.500 18063.500 16439.500 17196.500 17569.000 17068.000
Z -1.574 -2.196 -2.357 -.741 -3.725 -2.172 -1.601 -2.454





論理的に推測し得よう。まず図表 5-7 の CSR インデックスの検定値が示すように，和歌山県









年度 136 社→ 2016 年度 102 社，34 社減）は人権領域の課題であり，当該領域 5 課題全ての項
図表 5-7-1：Mann-Whitney Test（マンホイットニーの U 検定）
度数 平均ランク 順位和
組織統治領域Index 2012 146 120.00 17520.50
2016 105 134.34 14105.50
Total 251 　 　
人権領域Index 2012 146 118.18 17254.50
2016 106 137.96 14623.50
Total 252 　 　
労働慣行領域Index 2012 146 116.91 17069.50
2016 105 138.63 14556.50
Total 251 　 　
環境領域Index 2012 146 123.72 18063.50
2016 106 130.33 13814.50
Total 252 　 　
公正な事業慣行領域Index 2012 146 112.60 16439.50
2016 106 145.65 15438.50
Total 252 　 　
消費者課題領域Index 2012 146 117.78 17196.50
2016 105 137.42 14429.50
Total 251 　 　
コミュニティー開発領域Index 2012 146 120.34 17569.00
2016 106 134.99 14309.00
Total 252 　 　
36CSR課題全体Index 2012 146 116.90 17068.00
2016 106 139.72 14810.00
Total 252 　 　
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目で取組実績数が減少している。また労働慣行の領域でも Q3.8.17「嘱託などの形態を含め，
定年退職者の再雇用制度を実施している」で 28 社が実施数が減少している（2012 年度 121 社
→ 2016 年度 93 社）。また Q3.8.18「懇親や福利厚生の一環として，社員旅行やレクリエーショ
ンなどを行っている」や Q3.8.16「従業員の就業能力の向上 ･ 育成に寄与する社会研修を恒常
的に行っている」でも 21 社（2012 年度 97 社→ 2016 年度 76 社）と 19 社（2012 年度 95 社
→ 2016 年度 76 社），実施しているという回答が減少しており，当該領域課題 9 項目全てにお
いて実施しているという回答が減少しており，内 6 項目が二桁の減少を示している。にもかか
わらず，図表 5-5 の傾向（発生率）では，人権領域 2012 年度 56% → 2016 年 63%，労働慣行











和歌山県下事業所の CSR パフォーマンス，および 2012 年と比べた場合の改善を，支えている
可能性が高い。取組実績数の経緯で最も増加を示した Q3.8.25 の「取引業者の製品や製造方法
における安全性，公平性などの情報を収集 ･ 把握している」（2012 年 56 社→ 2016 年 65 社，9
社増加）は公正な事業慣行領域の CSR 課題であり，二番目に増加を示した Q3.8.27「広報や啓
蒙活動などを含め自社の CSR 活動の情報公開を行っている」（2012 年 31 社→ 2016 年 34 社，
3 社増）は消費者課題領域の課題項目である。平均実施率の検定も統計的に有意であり（公正
な事業慣行：p=.000，p<.05; 消費者課題：p=.030，p<.05），この 2 つの領域における CSR パフォー




の「社会的に対する役割や責任を規定した行動規準や方針を整備している」（2012 年 73 社
→ 2016 年 42 社，31 社減）は組織統治領域の課題である。当該項目を含め当該領域全 5 項目
（11） 　ただし和歌山県下の事業所および日本企業の各社が，CSR 課題であると認識していない課題（取組，慣行）
であっても，ISO26000 の規定に基づけば，れっきとした CSR 課題に包含されるものも多数あり，そうした




4 項目中 3 項目で 2 桁減，コミュニティー開発領域においても全 6 項目中 3 項目において，2
桁減である上に，Q3.8.35「過去 5 年間に高齢者や障害者，女性，既卒者などの雇用に関する
女性や補助金を受けた実績がある」で，24 社回答実績が減少している（2012 年 65 社→ 2016











CSR や ISO26000 などの社会的責任経営に関する諸概念の浸透度，CSR 活動（=CSR 課題への
取組状況認識や取組実績）に影響を与えていた。規模が大きくなるにつれ，認知度や活動実績
も高くなる傾向を見て取れた。
また 2012 年との比較では，和歌山県下事業所の CSR 経営は概ね改善傾向にあると思われる。
それは CSR 関連概念の認知度の上昇もさることながら，36 の CSR 課題への取組実績および
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A Study of CSR Performance and Extent of Social Responsibility Management 
Practices in Regional Companies:  the Case of Wakayama Prefecture in Japan
Nobyuki TAKAOKA, Anura De Zoysa
Abstract
　　　　This research paper presents the summarized results of a study conducted in 
September 2016 in collaboration with Wakayama Pref., Employers’ Association (WEA) to 
examine the CSR performance and the extent of CSR management practices of regional 
companies in the case of Wakayama Prefecture in Japan. This study is conducted to extend 
the scope of a similar study conducted in collaboration with the WEA on the same issue in 
2012 by incorporating additional questions into the questionnaire survey, with considering 
an international comparison of corporate social responsibility practices in SMEs. It is 
designed on the framework of social responsibility management concepts presented in 
ISO260000 with the emphasis on regional companies. On the summarized results of the 
2016-questionnaire survey and the comparative analysis of these results with the results of 
2012 questionnaire survey, this research paper presents the current state of CSR practices, 
their trends and factors affecting these practices in the context of SMEs in Wakayama 
prefecture, Japan. The results of the analysis show a steady progress in the CSR 
performance of companies on the Wakayama prefecture in comparison to the situation 
exited in 2012 although the progress has not been substantial.The study highlights the 
need to focus on improving CSR management practices of regional SMEs rather than 
continue to focus on the CSR management practices of large companies in big cities for 
CSR improvements.
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付属資料 2：和歌山県下事業所の CSR 概念認識及び CSR パフォーマンスの平均値クロス経年変化対比表













全く知らない .18 .53 .54 .281 .29 .13 .35 .36
余り知らない .26 .40 .44 .152 .23 .17 .30 .31
現在調査中 .23 .51 .41 .214 .24 .21 .36 .33
ある程度知っている .36 .54 .58 .301 .32 .33 .52 .45
詳しく知っている .77 .80 .81 .724 .56 .68 .61 .73
グループ別
CSR認知度
CSRに詳しくないグループ .24 .45 .46 .191 .25 .17 .32 .32
CSRに詳しいグループ .47 .61 .64 .416 .39 .42 .55 .53
ISO26000の
認知度
全く知らない .30 .47 .51 .293 .30 .26 .42 .39
余り知らない .39 .57 .60 .335 .37 .36 .49 .47
現在調査中 .46 .63 .73 .404 .36 .52 .68 .58
ある程度知っている .48 .61 .61 .386 .32 .37 .45 .49




ISO26000に詳しいグループ .36 .53 .58 .325 .34 .33 .48 .45







.54 .66 .65 .461 .40 .43 .52 .55
CSR及びISO26000両方とも
詳しいグループ
.36 .53 .58 .322 .34 .33 .48 .45




全く知らない .33 .47 .56 .167 .44 .33 .22 .38
余り知らない .23 .45 .41 .188 .21 .22 .27 .31
現在調査中 .31 .52 .69 .197 .47 .29 .46 .46
ある程度知っている .42 .62 .66 .355 .46 .43 .57 .53
詳しく知っている .75 .83 .83 .654 .67 .70 .65 .74
グループ別 
CSR認知度
CSRに詳しくないグループ .29 .49 .61 .192 .40 .28 .39 .41
CSRに詳しいグループ .54 .69 .71 .457 .53 .52 .60 .60
ISO26000の
認知度
全く知らない .33 .52 .58 .233 .42 .32 .41 .43
余り知らない .36 .56 .65 .320 .41 .35 .51 .48
現在調査中 .53 .69 .72 .407 .52 .53 .59 .59
ある程度知っている .49 .69 .70 .389 .59 .50 .52 .57




ISO26000に詳しいグループ .43 .60 .67 .341 .46 .42 .52 .52







.62 .75 .74 .522 .61 .55 .61 .65
CSR及びISO26000両方とも
詳しいグループ
.42 .60 .67 .343 .46 .42 .52 .52
